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研究成果の概要（和文）：ビジネス日本語教育が、アジア人財資金構想事業の実施をきっかけと

し、大学で広く行われるようになった。しかし、従来の日本語教育は、学部や大学院の学習や

研究に求められる日本語力の育成とされている。ビジネス日本語自体についても明確な定義付

けはない。今回の研究結果では、組織・集団(収益性・合理性の追求）、社会・環境(企業・組織

の社会的責任）の分野に求められる特別な目的性を持つコミュニケーション能力の導入育成が、

従来の日本語教育とのインターフェースとなることが明らかになった。 
 
研究成果の概要（英文）：Following the implementation of the “Carrier Development Program 
for Foreign Students in Japan”, business Japanese language courses have been widely 
introduced in the university curriculum.  However, the conventional Japanese language 
education method is still preferred at the undergraduate and post-graduate levels as it 
is considered to better provide for the necessary Japanese language proficiency required 
for academic learning and research. Business Japanese language, on the other hand, is 
at large an ill-defined subject. The results of the present study revealed that the 
incorporation of special communication skills’ training related to areas such as the 
company/organization needs (profit and efficiency oriented) and socio-environmental 
issues (corporative social responsibility) is the interface with conventional Japanese 
language education. 
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共催の「アジア人財資金構想」でも、国内の
大学で学ぶ留学生が日本企業及び日系企業
で活躍することを目指したプログラム、例え
ば、ビジネス日本語及び日本ビジネス教育が
実施されている。しかし、社会で受け容れら
れる日本語教育の確固たるデータは存在し
ない（問題意識 1）。「社会で受け容れられる
日本語」能力とは、日本語、あるいは日本人
の行為から、その日本人の真意を発想したり、
連想したりできる能力を意味する。日本企業
及び日系企業が求める留学生の日本語能力
は、大学の教室で習得する日本語ではなく、
社会で受け容れられる日本語を指すことは
言うまでもない。さらに、従来の日本語教育
と個々の留学生の大学で受けるカリキュラ
ムに応じた教育との段差も指摘されている
（問題意識 2）。社会で受け容れられる日本語
とはいかなるものか、留学生がそれを習得す
るためにはどのような日本語教育を展開す
るべきか、データや証拠を追及し、証拠に基
づいた（evidence based）ビジネス日本語教
育の提供が急がれる。 
 
２．研究の目的 

本研究目的は、大学の日本語教育においては、
従来行われてきたアカデミック・ジャパニーズ
（AJ）教育とビジネス・ジャパニーズ（BJ）教育
の２種類の教育が存在するようになったことをう
けて、 
① 「アジア人財資金構想」高度実践留学生

育成事業でのカリキュラムマネージメン
トセンター（AOTS）の標準カリキュラム実
用性分析を基礎資料として、ビジネス日本
語カリキュラムの基本的骨格型プロトタ
イプの作成(現在、四国 4 大学中 3 大学が
標準カリキュラムを修正) 

② 企業が求める具体的な日本語能力、さら
に日本的発想や連想の類型に関する項目
も導入した実態的調査、分析 

③ ビジネス日本語教育、従来の日本語教育
(アカデミックジャパニーズ)、大学教育
（含キャリア教育）の三領域が、留学生に
とって段差のない有機的に融合した一貫
的なビジネス日本語教育モデル(カリキュ
ラム、教育方法等)の開発という三点にあ
る。 

 
３．研究の方法 
 まず、第一段階で、ビジネスにおいて重要
とされる所謂「報告・連絡・相談（ホウレン
ソウ）」のうち、「報告」にかかわるスキルを
取り上げ、AJとの比較分析を行った。そして、
AJとBJの連続的な教育への可能性を探った。
なお、「報告」を取り上げた理由は、それが
①上司から命令・指示されたこと、②結果が
あること、と定義され、「連絡」や「相談」
と比べて、送信者と受信者の関係が明確で、

内容も限定されるため、特徴が見いだしやす
いことによる。 

また、口頭で「報告」する場面に限定し、
ビジネス関連書籍やビジネス日本語の教科
書 48冊から「報告」場面で必要とされてい
るスキルを抽出、その下位スキルを設けた。 
アカデミックジャパニーズ(以下 AJ)は東京
外国語大学の「JLC日本語スタンダーズ 2009」
を用い、「話す（独話）」と「聞く話す（質疑
応答・ディスカッション）」にある「スキル」
項目を対応させた。 
 そして、第二段階では、四年半に及んで実
施したアジア人財資金構想ビジネス日本語
カリキュラムの全体構成を第一段階と合わ
せて分析した。 

まず、AOTS共通カリキュラムの概観し、次
に実施ビジネス日本語の概観と各科目の分
野別カテゴリー分析、そして両者の比較とな
ぜそうなったのかの原因と問題点の抽出、職
業で要求される知識構成と実施カリキュラ
ム構成との比較分析、最後にそれらと大学教
育との関連での問題点の分析、という手順と
方法をとった。 
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４．研究成果 

  まず、 

第一段階での結果、 
 a.「報告」場面で使われる言語に関わるス

キルは、AJ のスキルに対応する、 

 b.「報告」場面を構成する人、物、業務の

関係についての文化的・習慣的知識とそ

れを現場で使えるスキルは、AJ のスキ

ルにはない 
という異同が現れた。 

つまり、大学 AJ では、b の言語活動を成

立させる環境に関わる部分はカバーされず、

一方で、a のように、AJ は「報告」場面の言



 

 

語的な部分はカバーしている。従って、BJ(ビ
ジネス日本語)においてはAJで養成される言

語スキルを土台として、ビジネス知識を身に

つけていき、この点を有機的につなげていく

ことが有効な要点であることを明らかにし

た。 
 
 第二段階では、実践したカリキュラム内の
分野別分析をした。分野としては、 

(1)ビジネス検定分野 
 (2)会社理解入門分野 
 (3)就職試験対応分野 
 (4)ビジネスマナー分野 
 (5)会社での仕事入門分野 
 の五分野である。 
以下分析結果である。 
 
(1) ビジネス検定分野でカリキュラム全体

を通し、学習者のモチベーションを支える
ことは、個人（職業を通じての自己実現）、
組織・集団(収益性・合理性の追求）、社会・
環境(企業・組織の社会的責任）を、全体
として何が要求されているか具体的な、あ
るいは一定の水準は何かを学習者に意識
化してもらう教育活動として捉えられる。 

 
(2) 会社理解入門分野で自己の向かうべき

目標を明確にし、その目標にアプローチす
る方法では、ビジネス検定分野でつかんだ
到達点へ行くまでの教育活動でとして捉
え、同時に、職業を通じての自己実現、あ
るいは収益性・合理性を追求した視点を加
味した言語表現へとシフトしていく教育
活動として捉えることができる。 

 
(3) 就職試験対応分野で、企業との実際に

初めての接点である面接において、(2)の
会社理解入門分野で、就職活動で必要とさ
れる最低限の語彙とその意味や企業情報
を収集したものを発信していく､つまり企
業側、公的表現の視点を自己に取り入れて
実際に表現していく教育活動と捉えるこ
とができる。 

 
(4) ビジネスマナー分野、会社での仕事入

門分野で、職場での基本的な職業、収益
性・合理性の追求のスキルとその基礎とな
る発想を日本語で行う教育活動として捉
えることができる。 

 
文化的差異等に基づく主観的なずれを的確
に確認し、修正し導入できるカリキュラムは
まさにグローバル人材育成の要である。 

 
つまり、ビジネス日本語の本質は、 

(1) 専門教育の専門的内容を企業で行う内 
容への切り替え 

 
(2) 学習者の持つ文化的背景と日本の文 

化的背景とのずれの意識化 
 
(3) 組織・集団としての収益性・合理性の
追求、社会・環境としての企業・組織の社
会的責任の意識化 

 
(4) 組織・集団で、さらに社会・環境とい
う新たな収益、コスト、顧客という文化の
意識化とずれの修正 

 
(5) それを日本語によっていかに円滑に言
語活動として表現できるか 

である。 
 
 そして、まさにその点が、アカデミック・
ジャパニーズ、従来の日本語教育とビジネス
日本語教育とのインターフェースであり、日
本語教育の新分野として、日本語教育におけ
る新たな可能性を拓く鍵になることが分か
った。 
 なお、個人の職業を通じて自己実現の部分
は従来の日本語教育、ビジネス日本語教育の
双方に重なり合いを持っている。 
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